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【はじめに】 

社会経済環境の急激な変化、高度情報化社会の進展等により青少年を取り巻く環境が

大きく変わりました。地域活動やボランティア活動などに参加する青少年の減少、ニー

トや引きこもりの方々への支援、子どもの貧困対策などが現代的な課題として注目され

ています。 

とりわけ、１９９０年代からのインターネットの普及とともに、情報技術や機器が加

速度的に進化し、多様なビジネスサービスがインターネットを通じて提供されるなど、

場所や時間を気にすることなく、物や情報を手に入れたり、容易に家族や友人と連絡を

取り合ったりすることができるなど、私たちの生活環境は大きく変化しています。 

一方、インターネットへの長時間の接触による「メディア漬け」といわれる状況は、

睡眠障害や学習障害、ネットゲーム依存等を招くほか、場合によっては、いじめや犯罪

に巻き込まれるなど、青少年の生活環境への影響が心配されております。 

このような中、本市の学校教育の場では、平成 28 年度に市内各小中学校でスマホ等

の使用状況の調査を行い、子ども達自身でテレビゲームやスマートフォン等の使い方や

使用時間などのルールをつくり、そのルールを守る取組を行なっています。 

しかしながら、生活の基盤は家庭であり、スマートフォン等の使い方をはじめとする

基本的な生活のきまりは、家庭の中でつくられるため、この問題は、学校教育だけで対

応できるものではなく、家庭教育や社会教育の立場からも取り組まなければならないと

考えます。 

そこで、私たちは、インターネットや携帯電話・スマートフォンなどが青少年に及ぼ

す影響とその対策について検討し、本提言書をまとめました。 

今後の家庭教育・学校教育・社会教育の一助としていただければ幸いです。 
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青少年に対する電子メディアの影響と対策について 

 

１ 課題研究への取組について 

（１）用語の定義 

今期の研究課題「青少年に対する電子メディアの影響と対策について」に取り組む

にあたり、用語の意味を明確にするため、「電子メディア」、「アウトメディア」の

２つの用語の定義を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究の進め方 

研究を進めるにあたり、私たちは電子メディアの普及や利用の現状について知るた

め、国や公的機関等の調査データ、本市が実施した全小中学生を対象とした「スマ

ホ・携帯電話・ゲーム機等の使用状況アンケート」の結果、児童会・生徒会主体によ

るスマホ等の利用ルールづくりの取組などについて調査しました。 

次に、青少年に対する電子メディアの良い点、悪い点を抽出し、どのような課題や

影響があるのか整理しました。 

また、アウトメディアに対する取組の現状や青少年期に必要な体験などについて検

討を行いました。 

そして、市民に対し、電子メディアの青少年に対する影響をどのように周知し、理

解してもらうかについて、議論を重ねてきました。 

最終的に、社会教育に係る各々の立場から、電子メディアとの健全な関係作りにつ

いて提言としてまとめました。 

 

 

 

「電子メディア」： 

電子的な情報媒体の総称で、ＣＤ、ＤＶＤ，メモリーカードなどが含まれること

もありますが、ここでは、パーソナルコンピューター（以下、「ＰＣ」という。）

や、タブレット型端末、スマートフォン（以下、「スマホ」という。）、電子（携

帯）ゲーム機、テレビとしました。 

 

「アウトメディア」： 

一般的には、電子メディアに触れないで過ごしたり、接触する時間を減らしたり

することを言いますが、電子メディアを排除しようとするものではなく上手に使う

ことにより、過度な使用時間を減らし、自分や家族の時間、地域との交流など人と

人とのふれあいや体験活動を大切にしようとすることとしました。 
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２ 電子メディアの利用状況等について 

（１）電子メディアの保有状況 

「表１」は、総務省の「平成 28 年度通信利用動向調査（世帯編）」巻末資料１の調

査結果です。 

全国の世帯における情報通信機器保有状況の推移によると、携帯電話の保有率は

2003 年（平成 15 年）には 90％を超え、2005 年（平成 17 年）にはＰＣも 90％を超え

ていることが判明しました。その後、ＰＣの保有率は減少傾向にあるのに対し、スマ

ホの保有は急速に進んでいることがわかります。 

2010 年（平成 22 年）の携帯電話の保有率 93.2％の内、スマホの保有率は 9.7％で

あったのに対し、2016 年（平成 28 年）は携帯電話 94.7％の内、スマホの保有率 71.8％

との調査結果が示されています。 

スマホは、電話機能をはじめ、インターネットに接続でき、動画等の視聴や記録の

保存もできます。しかも持ち運びしやすく、いつでもどこでも利用することができる

電子メディアです。 

また、スマホは、基本的には個人で使用するものですので、周囲の人には利用状況

が見えにくくなるという特性があります。 

 

 

 表１  
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（２）全国的なインターネットの利用状況 

「表２」、「表３」及び「表４」は、内閣府の「平成 28 年度青少年のインターネット

利用環境実態調査（平成 28 年 11～12 月現在）」巻末資料２の結果で、小学生から高

校生までのインターネットの利用率、利用内容、利用時間がわかります。 

「表２」では、小学生から高校生までの青少年のインターネット接続機器(※1)によ

るネット利用率は、小学生（※２）61.8％、中学生 82.2％、高校生 96.6％となってい

ます。 

「表３」では、小学生では、ゲーム、動画視聴、中学生では動画視聴、ゲーム、高

校生ではコミュニケーション、動画視聴の順で利用されていることがわかります。 

 

 

  表２ （巻末資料 2-1） 

 

  表３ （巻末資料 2-2） 

※1 インターネット接続機器 

スマートフォン、格安スマートフォン、機能限定スマートフォン、ノートパソコン、デスクトップパ

ソコン、タブレット、学習用タブレット、子供向け娯楽用タブレット、携帯音楽プレーヤー、携帯ゲ

ーム機、据置型ゲーム機、インターネット接続テレビの 15機種 

※２ 調査対象小学生：10歳～12歳（小学校 4年生から 6年生）を対象 
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「表４」では、インターネット接続機器を使用して平日 2 時間以上ネットを利用し

ているのは、小学生では 3 人に 1 人（32.5％）、中学生では 2 人に 1人（51.7％）、高

校生になると 4 人に 3 人（76.7％）となっていることがわかります。さらに、高校生

は 5 人に 1 人（20.5％）が 5 時間以上利用しているなど、世代があがるにつれて、ネ

ットの利用率が高いという調査結果となっています。 

長時間の使用は、勉強の時間が減少するだけでなく、心身にも変調をきたします。

民間の情報セキュリティー会社の調査（平成 29年１月調査）によると高校生の４人１

人（男子 24.3％、女子 25.2％）が午前０～３時の時間帯にスマホを使用しています。

その結果、「学校の成績が落ちてきたと注意された」（各 21.4％、20.4％）だけでなく、

「頭痛等の体調不良になる回数が増えた」（各 15.5％、26.2％）という生徒も少なく

ありません。 

 

 
 表４ （巻末資料 2-3） 

 

（３）市内小中学生のスマホ等の使用状況 

本市では、全国規模で行われているような電子メディアの調査は実施されておりま

せんが、平成 28 年 5 月に市教育委員会が実施した、「スマホ・携帯・ゲーム機等の使

用状況アンケート」巻末資料３によると、市内小中学生のスマホ・携帯の使用状況は、

保護者の方が所有するスマホ等に触れる環境にある子どもも含めて、小学生で約

4,000 人余り（市内児童総数約 14,000 人）、中学生で約 3,000 人（市内中学生総数約

7,000 人）であると思われます。 
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①使用機器について 

使用機器は、小学生では携帯ゲーム機や据置型ゲーム機の使用に次いでスマホや携

帯が使用されており、中学生では、小学生と同様、携帯ゲーム機の使用が一番多いで

すが、次いでスマホや携帯が使用されています（表５、６）。 

 

   

 表５ （巻末資料 3-1）       表６  （巻末資料 3-2） 

 

 

②使用時間について 

小学生の平日の使用時間は平均 55分であり、休日は 95 分となっており、中学生で

は平日が 104 分で休日が 154 分でした（表７、８）。 

 

   表７ （巻末資料 3-1） 

 

 

   表８ （巻末資料 3-2） 
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③使用のルールについて 

機器の使用に関して家庭内でルールを定めたことがあるのは、小学生で 85％、中学

生で 70％ですが、ルールがない家庭もそれぞれ 13％、28％となっています（表９～

10）。また、フィルタリングの利用状況では、小学生で 60％、中学生で 40％という状

況となっています（表 11～12）。  

 

 表９ （巻末資料 3-1）       表 10 （巻末資料 3-2） 

 

 表 11 （巻末資料 3-1）        表 12 （巻末資料 3-2） 

 

これらのことは、多くの青少年が電子メディアに接触する機会があり、３時間以上

使用している小中学生も少なくないことから、電子メディアがどのような影響を青少

年に対して及ぼすのか危惧されるところです。 

 

３ 電子メディアの良い点・悪い点 

電子メディアは、私達の生活に非常に役立っていますが、中には依存度が高い人も

おり「歩きスマホ」「ながらスマホ」などの言葉に表されるように、スマホ等による

事故や事件などが社会問題化しています。そこで、私たちは電子メディアの良い点、

悪い点について、また、青少年にどのような影響を及ぼすかについて整理しました。 

 

（１）良い点 

電子メディアは、一対一の会話から、より多くの人へ情報発信することや、小説や

アートなどの創作・表現の場となっており、新たな人とつながるコミュニケーション

を発展させる手段となるなど、機器の開発により、より便利に、より快適に使用でき

るようになっています。青少年とって、イベント情報、就職情報など多様な情報を収

集することができるなど、社会参画の情報入手手段として利用することもできます。 
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《社会教育委員の意見》 

・手軽な連絡手段として広く使われている。 

・緊急時の通信手段として機能を発揮する。 

・通信できる小型コンピューターとしての必要性が高い。 

・ＳＮＳやインターネットが利用でき、情報活用力が高まる。 

・情報化社会を生き抜く力を養う事ができる。 

・知りたい情報をその場で即時に調べることができる。 

・インターネットを利用した授業を行うことが可能になった。 

・早期（12歳前後）に電子機器に触れることにより対応力がつき将来的な仕事に役

立つ。 

・一度に大量のデータを広範囲に伝達できる。 

 

（２）悪い点 

電子メディアは良い点もある一方で、悪い点もあります。 

国や医療機関などからは、視力の低下や睡眠障害といった健康被害や、相手の表情

を読み取る力、自分の気持を伝える力、相手の言葉を受け取る力などが身につかない

などのコミュニケーション能力の低下、情報漏えいやネット詐欺など犯罪の加害者・

被害者に成り得る危険性をもっていることが指摘されています。特に、電子メディア

を悪用した犯罪に青少年が巻き込まれる事件が起きており、被害者の拡大が危惧され

ております。 

また、長時間の使用については、「長時間」の定義があいまいなことや、勉強等に使

用することもあることなどから一概に悪いとは言えないとの考え方がありますが、健

康面、精神面、勉強等への影響や家族間のコミュニケーションの時間が失われるなど

青少年の心身の発達や生活環境に悪影響を及ぼしているという考え方もあります。 

 

《社会教育委員の意見》 

・依存度が高くなり、メディア漬けに陥る可能性がある、 

・いじめなどに悪用されることがある。 

・ひきこもりの要因になる。 

・犯罪に巻き込まれることがある。 

・生活及び学習習慣が乱れる。 

・答えが簡単に出てしまうことで、考える力を奪ってしまう（昔は辞書や参考書を

使って調べたり、人に聞いたりした）。 

・健康被害が懸念されている（視力の低下、ドライアイ、ストレートネックなど）。 

・さまざまな出会いや体験の機会が奪われてしまうことがある。 

・コミュニケーション能力の低下が懸念される。 

 

以上のように、電子メディアは、良い面と悪い面を併せ持っています。私たちは、

その特性や良い点、悪い点を十分理解し、上手に使いこなすことが重要です。 
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４ 青少年における電子メディアの課題 

電子メディアの良い面、悪い面を踏まえて、青少年に対する電子メディアの課題に

ついて整理しました。 

 

（１）青少年が「いじめ」や「犯罪」の加害者・被害者となる可能性 

「２の（１）電子メディアの保有状況について」で述べたとおり、近年、電子メデ

ィアの保有状況、中でも、スマホの保有状況が急速に進んでいます。スマホは、基本

的に個人で使用することから、いつ、どこで、何に使用しているのか、周囲の目が届

きにくい状況で利用されることもあります。 

このような中、電子メディアを使ったいじめや犯罪に青少年が巻き込まれる事件が

発生しています。犯罪等から自らを遠ざけ守る方法や、巻き込まれた時に相談できる

窓口などの情報を知らずに、自分の意志とは関係なく犯罪に巻き込まれたり、相談す

ることができなかったりする状況が考えられます。 

 

（２）心身の発達や生活習慣への影響 

電子メディアは、容易にコミュニケーションをとることができたり、知りたい情報

を得ることができたりする一方、長時間の使用による視力低下や睡眠障害などの健康

被害やコミュニケーション能力の低下など、心身の発達や生活習慣への影響が危惧さ

れます。世代に併せた適切な利用ができるようにしていく必要があります。 

 

（３）親子の触れ合いや地域との交流、体験活動の減少 

近年、親子の触れ合い、地域との交流や体験活動の機会が減少していることが指摘

されています。この要因のひとつに電子メディアが挙げられていますが、現代社会に

おいて、電子メディアは、私たちの生活をより快適に、便利にしてくれるものであり、

切り離せないものとなっています。家庭や個人が電子メディアを上手に利用し、人と

の交流や体験活動の機会を増やす、「アウトメディア」の取組が必要と考えます。 

 

５ アウトメディアに対する取組の現状 

近年、家族形態の多様化や地域社会とのつながりの希薄化など、青少年を取り巻く

環境が大きく変化する中、急速に発展する電子メディアの普及に対する不安は多くの

家庭が抱える問題となっています。 

このため、全国的に電子メディアを上手に使うことにより、過度な使用時間を減ら

し、自分や家族の時間、地域との交流など人と人とのふれあいや体験活動を大切にし

ようとする「アウトメディア」の取組が広がりを見せています。 
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（１）静岡県の取組 

静岡県では、青少年を取り巻く有害情報環境対策事業として、静岡県ネット安全・

安心協議会を開催しています。また、子ども達のネットいじめやネット依存状態など

の問題を防止するため、ネットやスマホを使う際のルールや、このルールについて親

子で話し合ってほしいポイントなどを掲載した宣言書つきカレンダー「親子で話そ

う!!我が家のケータイ・スマホルール」を作成しました。さらに、小中学校の保護者

を対象に、正しく安全なネットの利用の仕方について、「家庭で話し合ってルールを作

る」ことの大切さや「ルールづくりのコツ」を伝えるケイタイ・スマホアドバイザー

の養成などを行っています。 

 

（２）本市の取組 

平成26年度に県ＰＴＡ連絡協議会は、県内小中学校ＰＴＡ会員に「児童・生徒の携帯電

話・スマホの安全な使用に関するお願い」の中で子どもにスマホ等を持たせるときの５つの約

束を通知しました。しかしながら、十分に徹底されていないことから、市ＰＴＡ連絡協議会は、

平成27年度に富士市ルールとして「児童・生徒同士のやりとりは午後９時以降禁止」という約

束を追加しました。 

市教育委員会は、平成28年度に市内の小中学生を対象としたスマホ等利用状況アンケ

ートを実施し、その結果によると、市ＰＴＡ連絡協議会が通知した文書の中にある、「小学生

は午後９時、中学生は午後10時以降使用しない」という約束について、小学生では、守って

いる、どちらかというと守っているが約86％に対し、中学生では56％という状況でした。 

そこで、市内小中学校では、平成29年度末を目途に、「児童・生徒会主体によるスマホ等

の利用のルールづくり」巻末資料４に取り組んでいます。 

大人がルールを決めるのではなく、子ども自身でルールを決めることが大切であり、また、

家庭においては、家族の話し合いの中で子どもと一緒にルールを作り、守っていくことが重

要であると思われます。 

また、市や市教育委員会では、様々な講座を行っておりますが、「スマホの使い方」など電

子メディアの上手な使い方などの講座も開催されております。その他、全ての小中学校入学

前の保護者を対象に行われている子育て講演会において、電子メディアを題材とした講演

なども行なわれております。 

現状での本市のアウトメディアに対する取組は、電子メディアとの付き合い方や、

安全・安心な使用方法に重きが置かれており、家族や地域との触れ合い、体験活動の

重要性の意識付けが不足していると思われます。 

 

（３）他の自治体の取組 

広島市では、平成 20年 7 月に、「青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関

する条例」を施行し、携帯電話販売店に、「青少年への携帯電話販売・安心サポート宣

言店登録制度」により、インターネットの適切な利用方法や、家族でのルールづくり、

条例についての説明などを実施してもらっています。 

また、市民には、標語などを広く募集し、普及啓発に努めています。 
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埼玉県蕨市は、電子メディアへの接触時間を減らし、子ども達の健やかな成長を願

い、平成 23年度に全国に先駆けて「蕨市アウトメディア宣言」巻末資料５を制定し、

毎年、「蕨市アウトメディア推進大会」において、講演会等を実施し、普及啓発をおこ

なっています。 

北海道では、「どさんこアウトメディアプロジェクト」を平成 26 年度にスタートさ

せ、「ノーゲームデー」の設定・推進など３つのアクションプランを推進しています。 

その他にも、多くの自治体や小中学校などで、アウトメディアデーやノーゲームデ

ーなど先進的に取組が行われております。 

 

これらの取組は、電子メディアの利用環境が大きく変化している中で、今後、本市

において青少年の電子メディアとの上手な付き合い方を検討する中で、本市の参考と

なるものと思われます。 

 

６ 青少年健全育成のための体験活動 

（１）体験活動の意義と効果 

アウトメディアの取組は、電子メディアを排除するものではなく、上手に付き合う

ことや、自分の時間を大切にし、家族や地域の人とのつながりを持ち、いろいろな体

験をしようというものです。 

かつての多くの子ども達は、仲間とともに自然の中で遊びながら、あるいは、地域

において生活していく中で、様々な自然体験・社会体験を日常的にかかわりあうこと

ができました。 

しかしながら、近年、生活環境、社会環境の変化等により、家族や地域の人との関

わりや豊かな自然の中で遊ぶ体験などが減少していることが指摘されております。電

子メディアの発展や普及もその要因の一つとして考えられており、私たち社会教育委

員もそのことを実感しています。 

体験活動は人づくりの原点です。人は、様々な体験を積み重ね人として成長します。

新たな経験は、過去の経験と関連する要素と結びつき、今までと違う考え方や新たな

考え方を蓄積していくことにより人間的な成長につながります。多くの人と関わり、

多様な場で体験を積み重ねることで、コミュニケーション能力や自立心、主体性、他

者と協働できる能力などを育み「生きる力」として必要となる基礎的能力を養う効果

があります。 

国立青少年教育振興機構の調査によれば、子どもの頃の体験が豊富な大人ほど、や

る気や生きがいを持っている人が多いことや、自然体験や生活体験、お手伝いが豊富

な小中学生ほど道徳心、正義感が強いという結果が出ていることなどからも体験活動

が求められています。 
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（２）本市の体験活動 

このような中、本市は、駿河湾から富士山まで、豊かな自然環境に恵まれた地域で

あり、多様な産業が集積し、そこに働く多くの市民が暮らしています。このような富

士市独自の特徴を活かした自然体験、生活・文化体験、社会体験活動が、行政をはじ

め様々な市民団体とともに展開されています。 

社会教育分野では「キズナ無限∞の島」、「ししどて学級」やまちづくりセンターな

どによる各種講座のほか、市内で活動しているスポーツ・文化活動や、野外活動など

を実施している青少年健全育成団体による異年齢での体験活動なども行なわれていま

す。 

特に最近では、青少年の育成に関心の高い青年がつどい、遊びを通じて子どもを育

てる活動である「遊び塾」を開催するなど、青年同士の交流や社会参画も含めて青少

年健全育成事業を展開しております。 

また、社会教育委員会議において、文化・スポーツ・自然体験などのほか、地域で

おこなわれている文化祭・体育祭や防災活動への参加、奉仕・福祉活動など体験活動

の重要性について多くの意見が出されました。 

電子メディアから離れ、文化・芸術・スポーツ・野外活動などの様々な体験活動に

青少年が触れることは、彼らの身体的、精神的な成長に必要なものであると改めて認

識しました。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

これまで、現在の青少年の電子メディアの使用状況や良い点悪い点の抽出、課題の整

理など、電子メディアが青少年に及ぼす影響について研究してきました。さらに、本市

等のアウトメディアに対する取組や青少年にとっての体験活動の重要性について検討

してまいりました。 

これらの検討を踏まえ、社会教育委員会議として電子メディアとの健全な関係作りに

ついて次頁以降に提言としてまとめました。 

 

 

 

◎中央教育審議会における体験活動の分類 

「自然体験活動」･････････山や海での体験、キャンプやハイキングなどの野外

活動、星座観察、動植物の観察など 

「生活・文化体験活動」･･･家族とのつながりや異年齢交流、友人との深いふれ

あい、大人との関わりや、地域の文化祭、体育祭、

防災訓練への参加など 

「社会体験活動」･････････奉仕活動や福祉活動などのボランティア活動や職場

体験など 

「今後の青少年の体験活動の推進について（答申）」（平成 25年 1月 21 日） 



‐13‐ 

 

電子メディアとの健全な関係作りのための提言 

 

１ 犯罪被害に巻き込まれないための情報を青少年に確実に届ける 

 

電子メディアの悪用による犯罪等から青少年を守るために、必要な情報を青少年一

人ひとりに確実に届けることを提案します。 

 

電子メディアの急速な普及により、青少年が大人の目の届かないところで電子メデ

ィアを悪用した犯罪等に遭遇することが危惧されています。このような事態において

は、周囲が青少年の状況に気づかなかったり、青少年が助けを求めることに躊躇した

りしている間に犯罪等に巻き込まれる例も少なくありません。 

電子メディアを悪用した犯罪等に巻き込まれないための対策や安心・安全に利用す

るための留意点、トラブルに巻き込まれた場合に相談できる機関等の情報窓口などを

記載したリーフレット等を学校やＰＴＡ、青少年団体等を通じて、確実に青少年一人

ひとりに届けることが必要です。 

また、現時点でのインターネット閲覧機能を通じた違法・有害情報への接触防止の

一般的な手段が、フィルタリングの利用であることから、保護者、関係業界が青少年

を犯罪被害から未然に守るとの意識を持って契約することが求められます。 

 

２ 電子メディアについての家庭でのルールづくり 

 

電子メディアの使用方法について、子ども自身が考え家族と話し合って家庭でルー

ルづくりに取り組むことを提案します。 

 

現在、保護者の中には、子どもとのコミュニケーションや非常時の連絡手段、位置

情報通知機能による安全確保などの理由から携帯電話やスマホなどを子どもに持たせ

ている方もいます。 

一方、誤った電子メディアの使用による学習障害や健康被害、いじめや犯罪等に巻

き込まれる恐れがあります。学校教育の場に電子メディアを児童生徒が持ち込むこと

は不用なことですが、保護者の意向などから子どもに持たせることもあり、市内小中

学校において、使用方法のルールづくりが行われております。 

家庭により使用目的など事情がある場合もあるので、買い与える保護者が家庭教育

としてルールづくりに取り組む必要があります。 

大人が作ったルールを子どもに押し付けるのではなく、子ども達自身が考え、家族

で話し合って「我が家のルール」を作ることが大切です。 

タイミングとしては、購入前にルールを決めておくほうが良いでしょう。また、使

用状況や子どもの成長にあわせたルールの見直しを子どもとともに行うことも必要な

ことと思われます。 
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３ アウトメディアの実施 

 

電子メディアは、非常に便利なものであり、私たちの生活に密着した存在になって

います。一方、健康被害や学習面への影響などが危惧されています。このため、電子

メディアと上手に付き合う手段としてアウトメディアを提案します。 

 

アウトメディアは、電子メディアを排除しようとするものではなく、上手につきあ

うことで、家族や地域との交流や体験活動への参加を促そうというものです。 

前述の「（１）犯罪被害に巻き込まれないための情報を青少年に確実に届ける」、「（２）

電子メディアについての家庭のルールづくり」を着実に実践するためにも以下の取組

を提案します。 

 

（１）アウトメディア宣言の制定 

 

アウトメディアに積極的に取り組む姿勢を広く示すため、市として「アウトメデ

ィア宣言」を制定することを提案します。 

 

アウトメディアへの具体的な取組は、個人あるいは家族単位で実践することにな

りますが、個人まかせでは継続的に取り組むことは難しいでしょう。このため、市全

体でアウトメディアに取り組む姿勢を示し、さらには市民意識を醸成するためにも

市として「アウトメディア宣言」を行います。 

宣言の内容は、電子メディアとの上手な付き合い方、家庭での会話や地域との繋

がりが大切であることなどが伝わるように数項目の構成とします。 

作成にあたっては、広く市民に認知され誰もが取り組もうと思えるものにするた

め、宣言を自分ごととして作り上げることが重要となります。小中学生や教諭、乳幼

児などを抱えた子育て中の親など子どもから大人まで多くの市民を巻き込むことが

必要です。 

学校やＰＴＡ、子ども会、地域社会など多くの方々に協力を得て作成することが

良いでしょう。そして、宣言の制定時には、市民への周知が必要であることから、「ア

ウトメディア宣言大会」などを実施します。 

宣言後は、周知活動が重要となります。チラシやポスターなどによる広報はもち

ろんですが、バッヂやリストバンドなどの作成やポケットティッシュ等に情報を載

せて広く配布する方法も考えられます。また、意識を継続させるためには、内容を見

直すことも必要と考えます。 

多くの市民に周知することで、市民が積極的にアウトメディアに取り組むことが

期待できます。 
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（２）アウトメディアの日 

 

家庭等で意識的にアウトメディアに取り組む日として、市で統一的な「アウトメデ

ィアの日」を設けることを提案します。 

 

「アウトメディア宣言」で、市としてアウトメディアに取り組む姿勢を示した後

は、市民に継続的かつ具体的に取り組んでいただかなくてはなりません。このため、

毎月、第３日曜日を本市の「アウトメディアの日」とします。 

第３日曜日は、県が平成 22 年度まで「家庭の日」（※３）と定め、今でもある程

度、市民に浸透しています。そこで、比較的市民に受け入られやすい第３日曜日を

「アウトメディアの日」とし、個人や家庭でアウトメディアを実践していただくこと

とします。 

実践する内容は、テレビ、パソコン、スマホといった電子メディアからなるべく離

れ、家族との触れ合い、地域活動への参加、図書館や博物館などの見学、文化やスポ

ーツ体験、野外活動などの体験活動をしたりします。 

具体的な実施内容は、家庭等で話し合って決めていただくことが必要なため、パン

フレットやチラシでアウトメディアの効果や具体的な行動事例等を案内したり、家

庭で決めた事を記入できる様式を配布して家庭内で掲示したりすることなどが考え

られます。これらは行政から市民に働きかけることが必要になると思われますので、

後述の強調月間を設定して集中的に取り組むことが効果的であると思われます。 

 

※３「家庭の日」は、家族が家庭の役割等を考え、コミュニケーションを深める日です。平成 22年度まで

は、毎月第 3 日曜日を「静岡県家庭の日」としていましたが、お仕事のお父さんやお母さんもいらっ

しゃるため、平成 23 年 10 月 1 日から、それぞれのご家庭で都合のよい日に設定していただく形に変

わりました。 

 

（３）アウトメディア強調月間 

 

行政が学校や家庭はじめ、地域社会に対してアウトメディアへの取組等を促し、

集中的に働きかける期間として「アウトメディア強調月間」を設けることを提案しま

す。 

 

アウトメディアを実践するためには、「アウトメディア宣言」や「アウトメディア

の日」を定めるだけでは不十分です。アウトメディアの意義や効果について、地域社

会が理解し、自らが率先して具体的な行動をとるため、市民一人ひとりに確実に届く

働きがけが必要です。このため、毎年 11月を「アウトメディア強調月間」として設

定します。 

11 月は、県において「家庭教育を考える強調月間」、「子供・若者育成支援強調月

間」としているため、「アウトメディア強調月間」はこれらの月間と併せて 11 月とし

ます。 

実施する内容は、市民が主体的にアウトメディアを実施していただけるよう、パ



‐16‐ 

 

ンフレットやチラシによる、アウトメディアの意義や効果、体験活動などの情報提

供、横断幕や車用ステッカーなど、多くの市民の目に触れるものを作成したり、標語

やロゴ、シンボルマークの公募など、市民が参加できるものを企画したりします。 

市内には、多くの企業や青少年団体があり、地域においても様々な活動が行われ

ています。これらの団体が 11 月に行う事業にアウトメディアをサブテーマなどとし

て取り入れて、ＰＲとともに意識の高揚に協力していいただくことも有効でしょう。 

また、家庭で実践するためには、特に父親への周知も重要となってくると思われ

ますので、各種事業組合や経済団体、企業などに協力を求めることも必要であると考

えます。 

 

（４）アウトメディアを推進するための体験活動情報の提供 

 

体験活動の重要性は、「６ 青少年健全育成のための体験活動」の中で記載したと

おりであり、アウトメディアを推進していくうえで、様々な体験活動ができる機会を

知ってもらうため、青少年に有効な体験活動に関する情報提供について提案します。 

 

体験活動の情報提供については、先に記載した中央教育審議会における体験活動

に示された３つの分類に整理してわかりやすい表現とするなどの配慮が必要です。

この分類のほかに、親子の触れ合いが最も必要な時期である乳幼児から青年期まで

各年代の発達段階に応じた体験活動の情報提供も必要です。 

平成 26 年３月に社会教育委員会議が提出した提言書「青少年の社会参加促進の方

策について」の中で、「青少年体験交流事業総合情報検索ポータルサイト『（仮称）富

士の元気』の設置」巻末資料６があります。この取組を具体化し実現することも効果

があると考えます。 

市内には様々な青少年団体があり、また、官公庁のみならず、経済団体においても

青少年を対象とした事業が行われています。手段・方法はそれぞれ違いがあります

が、目的が青少年の健全育成であることは全ての実施機関の共通するところです。情

報提供の手段として、ひとつのポータルサイトから、市内の体験情報が網羅すること

ができれば、有効な情報提供の手段となります。 

様々な体験活動が、多くの青少年の社会参加を促し、活力ある富士市の未来の担

い手となることを願います。 

 

以上、電子メディアとの健全な関係作りとして提言させていただきました。実現に向

けて課題もあると思いますが、現代社会の喫緊の課題の一つであると思いますので実施

に向けて検討くださいますようお願いします。 
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【おわりに】 

今期の研究課題「電子メディア等の青少年に対する影響と対策について」は、難しい

テーマでありましたが、電子メディアとの健全な関係作りの方策について提案すること

ができました。 

私たちを取り巻く生活環境は、近年、スマートフォンなどの急速な普及に伴い、無料

通信アプリやＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）などにより高い利便性が得ら

れるなど、電子メディアは私たちの生活に欠かせない存在となっています。一方、長時

間の使用による生活習慣の乱れや健康被害、不適正な利用による青少年の犯罪被害、い

じめなどの問題が深刻なものとなっています。 

人の目の届きにくいＳＮＳを利用し、自殺願望などを投稿した高校生などの心の悩み

に付け込み、言葉巧みに誘い出し殺害するという極めて卑劣な事件も発生しております。 

このような事件を未然に防ぐためにも、未来を担う青少年が、様々なリスクや対応策

を理解したうえで、電子メディアを正しく利活用できる環境を整える一方、アウトメデ

ィアを促進する体験活動など、プログラムの情報提供が、従来にも増して重要となって

きます。 

この提言書は、電子メディアを批判するものでも、排除するものでもありません。電

子メディアのメリット、デメリットについて家族や地域で共通認識を持ち、上手に付き

合うことが大切です。 

私たちは、電子メディアの青少年に対する影響を認識するとともに、アウトメディア

が、親子のふれあいや地域の方との交流、本物の体験など行うきっかけとなり、未来を

創る青少年の健全な育成につながるものと考えます。 

本市の、アウトメディアに対する取組は、今後も継続して取り組んでいかなければな

らない分野であります。この取組には、法的根拠を持つことが有効であると考えられ、

条例を制定することにより一層の推進が図られることと思われます。今回、私たちの提

案が一つの契機となり、青少年健全育成の一助となることを期待します。 
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【富士市】スマホ・携帯電話・ゲーム機等の使用状況アンケート（概要） 

 富士市教育委員会が、市内小中学校全児童生徒を対象に学校を通じて保護者の協力を得て

実施した。 

１ 対 象 者 全学年児童生徒 

２ 実施方法 「アンケート用紙」「アンケート手引き」等を各家庭に配布し、児童生徒と保護

者が一緒に回答したアンケートを回収する。 

３ 調査期間 平成28年 5月 28日（依頼日）～平成28年６月14日（提出期限） 

４ 対象機種 スマホ、携帯電話、ゲーム機、パソコン、タブレット、音楽プレーヤー 

（学校のパソコン教室での使用等、授業での使用は除く） 

 

アンケート用紙 

資料３
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ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ(利用制限)をしていますか？
小学生

携帯 　据置型

ゲーム機 ゲーム機

資料３-１
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家庭内のルール 中学生

ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ(利用制限)をしていますか？
中学生

携帯

ゲーム機
　据置型
ゲーム機

資料３-２
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児童会･生徒会主体によるスマホ等の利用ルールづくりについて 

学校教育課 

平成 28 年度、豊かな心を育む教育の重点事業として、児童会や生徒会が中心となった、

インターネットやスマートフォン・携帯電話等の利用のためのルールづくりに取り組んで

いる。 

１ 経過 

(1) スマホ等の利用状況アンケート実施（H28.５月下旬） 

 (2) スマホ等の利用状況アンケートの集計結果公表（H28.７月上旬） 

 (3) 児童会・生徒会によるスマホ等の利用ルールづくり着手（H28.７月中旬から） 

 (4) スマホ等の利用ルールづくり報告書の提出（H29.２月上旬） 

２ 進捗状況 

 (1) Ａ小学校 

  ア 職員１名が、県教委主催の「ケータイ・スマホルール」アドバイザー養成講座に

参加（全２回）した。 

  イ 講座で学んだことを伝達する会で児童に問題提起をして、児童会を中心とした利

用ルールづくりをスタートしている。 

 (2) Ｂ中学校 

  ア 「自分たちでスマホ等の通信機器を使用する上でのマナーを考えよう」をテーマ

とした学級会を全学級で実施した。 

   ＊議題：嫌な思いをした経験、なぜやってはいけないことをやってしまうのか等 

  イ 今後、各学級から出されたルールを、生徒会組織を活用してまとめて行く予定。 

 (3) Ｃ中学校 

  生徒で組織する企画委員会を立ち上げ、名称を「情報端末機器について考える会」と

し、11 月から、以下の計画にしたがって活動していく予定。 

  ア ドコモマナー講座を実施する。 

   ＊ＮＴＴドコモの方を講師として招聘。 

  イ 第 1 回全体会を実施する。 

   ＊内容：アンケート結果報告、趣旨説明、改善点、今後の活動等 

  ウ 学級会を実施する。 

   ＊「私のクラスでは…（宣言）」を各学級で１つ決める。 

  エ 第２回全体会を実施する。 

   ＊各学級の代表が「宣言」をして、その後、全体で＋α(ｱﾙﾌｧｰ)のルールを話し合う。 

  



(4) Ｄ中学校 

  ア 「インターネットのよりより活用方法を考えよう」をテーマとした学級会を全学

級で実施した。 

＊議題：通信機器のメリット・デメリット、自校の現状・課題、利用心得作成等 

  イ 全校生徒参加のパネルディスカッションを実施した。パネラーは、生徒会長、生

活安全委員長、各学級代表、の８人。 

  ウ 生活安全委員会が、「Ｄ中ネット利用心得６か条」を作成した。 

 

    ① 富士市で決められたルール「10 時以降は使わない」を守ろう 

    ② 両親も自分も納得できる家庭のルールをつくろう 

    ③ トラブルが起こるのなら使用を中止しよう 

    ④ フィルタリングを設定してもらいトラブルを未然に防ごう 

    ⑤ １日の中でネットを使う時間帯を決めるなど時間割を決めよう 

    ⑥ ネットの使用で家族との交流を減らさないようにしよう 

 

  エ 「Ｄ中ネット利用心得６か条」が守られているかをチェックするアンケートを作

成した。今後、定期的にアンケートを実施することで、遵守する意識を継続させた

り、「利用心得」の内容を修正したりしていく予定。 

３ ルールづくりをする上で見えてきた課題 

 (1) 小学校では、発達段階の違いから、どのようにルールづくりを進めていったらよい

のか、教員がやや難しさを感じている。 

 (2) スマホ等をあまり利用していなかったり、既に適正な利用をしていたりする児童生

徒が、ルールづくりの意義を見出せず、主体的に取り組めていない状況もある。 

 (3) ルールを決めてから、それを遵守する意識を継続していくための有効な手立てを検

討していく必要がある。 

 

 

【今年度中にお願いしたいこと】 
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青少年の社会参加促進の方策について（抜粋） 

 

４ 青少年の社会参加を促進するための具体的な方策 

これまで、青少年の社会参加の場と効果、青少年を取り巻く環境の変化や世代ごとの

特徴、そして社会参加を促すための解決策の方向性について述べてきました。 

これらの議論を経て、私たちは青少年の社会参加を促すための具体的な取り組みにつ

いて、以下の４つの方策を提案します。 

 

（１） 青少年体験交流事業総合情報検索ポータルサイト「（仮称）ふじの元気」の設置 

これまでの議論で、すべての世代や親等に共通する事項として、社会参加に関する正

確な情報の提供が必要なことがわかりました。そこで、市のウェブサイトを利用して、

市内の青少年が参加できる事業や団体を紹介できるポータルサイト「（仮称）ふじの元気」

の設置を提案します。 

社会参加活動を、分野別（文化、スポーツ、自然体験など）、世代別（入学前、小学

生、中学生、高校生など）、地区別（活動場所、団体所在地など）に整理して、活動内

容はもちろん、活動理念や目的についても分かりやすく整理して伝えます。 

もちろん、行政だけでなく民間の事業も紹介します。詳細案内については、団体のホ

ームページにリンクを貼るなどしても良いでしょう。 

多くの青少年が社会参加をし、富士市全体に活力が漲（みなぎ）ることを願って「（仮

称）ふじの元気」と命名しました。 

この提案を実現するためには、ポータルサイト構築のための費用、行政や民間事業の

情報収集と整理に要する時間と労力も課題となります。 

また、情報提供後は、事業を実施する行政や民間団体の側も、相手にわかりやすく伝

えるための工夫をするとともに、ウェブサイトの内容を絶えず更新し、最新の状態にし

ておく必要があります。 

さらに、民間の事業については営利事業の宣伝にならないように一定の審査も必要と

なるでしょう。 

 

青少年の社会参加促進の方策について（提言書）　抜粋

資料６
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社会教育委員会議

平成26年3月
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【議論経過】 

平成２８年 ６月 ３日  平成２８年度第１回社会教育委員会議 

■委嘱状の交付 

■今期の研究課題について 

・青少年に対する電子メディアの影響と対策について（決定） 

 

平成２８年 ８月２９日  平成２８年度第２回社会教育委員会議 

■スマホ等の使用状況アンケートの集計結果と今後の取り組みについて 

■グループワーク 

・スマホ等の電子メディアの良い点、悪い点について 

・スマホ等の長時間（１日２時間程度）の使用について 

・小学生は午後９時以降、中学生は午後１０時以降スマホ等を使用しない

ルールが守られていないことについて 

・高度情報化社会において求められる青少年期の体験について 

 

平成２８年１１月１１日  平成２８年度第３回社会教育委員会議 

■子ども達のＳＮＳ利用の原状とその指導方法について 

■どさんこアウトメディアプロジェクトについて 

■グループワーク 

・電子メディアの弊害をなくす、軽減するために、それぞれの立場で何が

できるのかについて 

・効果的なチラシの作成について 

 

平成２９年 ２月 ３日  平成２８年度第４回社会教育委員会議 

■グループワーク 

・提言書のフレーム（案）について 

・アウトメディア啓発用チラシ作成について 

 

平成２９年 ６月 ６日  平成２９年度第１回社会教育委員会議 

■グループワーク 

・アウトメディアに対する意識啓発の取り組みについて 

・アウトメディアを行うことにより得られるものについて 

 

平成２９年 ８月２９日  平成２９年度第２回社会教育委員会議 

■グループワーク 

・アウトメディアの日の設定について 

・アウトメディアの日に行うことについて 

 

平成２９年１１月１４日  平成２９年度第３回社会教育委員会議 

■提言書の事務局案について 

■グループワーク 

・アウトメディアの日、アウトメディア強調月間について 

・チラシの作成について 

 

平成３０年 ２月 ６日  平成２９年度第４回社会教育委員会議 

■提言書の素案の検討 

 

平成３０年 ３月１３日から３月２０日まで 

■提言書（原案）に関する意見書提出 

 

平成３０年 ３月２７日  正副委員長による最終案確認 

■提言書（最終案）の承認 



＜敬称略＞

No. 氏　　名 所属等 役職等 備考

1  岡田　進  富士市立須津小学校 校長

2  寺内　誠一  富士市立鷹岡中学校 校長

3  斉藤　臣弘  富士市町内会連合会 副会長

4  石田　明生  常葉大学社会環境学部 教授

5  望月　美智子  女性ネットワーク・富士 副会長

6  渡邊　明男  富士市生涯学習推進会連合会 会長

7  辻村　典枝  富士市文化連盟 副会長

8  山野　政宏  富士市体育協会 会長

9  中澤　公一  富士市子ども会世話人連絡協議会 会長

10  松野　智仁  富士市ＰＴＡ連絡協議会 顧問

11  牧野　保  日本ボーイスカウト静岡県連盟富士地区協議会 副協議会長

12  太田　真弓  特定非営利活動法人 ふじ環境倶楽部 事務局長

13  池田　将章  富士市立高校 教頭

14  柚木　恵美子  学識経験者 本人

15  松本　玲子  学識経験者 本人

16  石岡　かつ子  学識経験者 本人

17  下川　幸子  学識経験者 本人

任期：平成28年6月1日から平成30年5月30日まで

(※渡邊委員、中澤委員の任期は、平成29年5月22日から平成30年5月31日まで）

(※池田委員の任期は、平成29年6月21日から平成30年5月31日まで）

富士市社会教育委員名簿
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